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平成２１年度障害福祉サービス報酬改定について 

 

１ 留意事項 

（１）本資料は、厚生労働省障害保健福祉関係主管課長会議資料等を基に、現段階で整理したものであ

り、今後変更があり得るものである。算定に当たっては、再度告示、留意事項通知等を確認して行

うこと。 

（２）資料中、「問○－○」とあるのは、資料１－２「平成２１年度障害福祉サービス報酬改定に係る

Ｑ＆Ａ（ＶＯＬ．１）」の問いを指す。 

（３）下線部については、他のサービスと加算の名称は同じでも要件が異なることを意味する。 

（４）千葉市内に事業所が所在する事業者におかれては、資料中、「都道府県知事」とあるのは「千葉

市長」と読み替えるものとする。なお、千葉市長への届出方法については、資料２－１「障害福祉

サービス事業者等に係る「介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書」等の提出について」を

参照されたい。 

 

２ 共通的事項 

（１）利用者負担上限額管理加算 

  ア 現行では管理結果がいわゆる「３」（利用者負担額の合算額が、負担上限月額を超過するため、

下記のとおり調整した。）の場合のみ加算を算定できたが、平成２１年４月以降は「１」「２」「３」

いずれの結果でも加算を算定できる。ただし、上限額管理事業所のみを利用し、他の事業所の利

用がない場合は、加算を算定できない。【問１－８参照】 

イ 短期入所について、利用者負担上限額管理加算が算定可能となる。なお、国の事務処理要領に

おいて、「短期入所サービスのみの利用者で、上限額管理が必要なときは、当該月において当該

上限額管理対象者に原則として最後に指定短期入所サービスを提供した事業所が上限額管理を

行う。」とされているが、その月の最後の事業所でなくとも、主として利用している特定の短期

入所事業所がある場合など、管理対象者の利用状況が適切に把握できる場合であれば、その事業

所を上限額管理者とすることは差し支えない。 

 

（２）新事業移行時特別加算 

   新体系事業への移行が当面の一時的なものであることにかんがみ、廃止する（基金事業に移行し

て実施）。 

 

３ 療養介護 

（１）福祉専門職員配置等加算【問１－２～問１－７参照】 

ア 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ） ７単位 

生活支援員として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健

福祉士である従業者の割合が１００分の２５以上であるものとして都道府県知事に届け出た指

定療養介護事業所において、指定療養介護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

イ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ） ４単位 

次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た指定療養介護

事業所において、指定療養介護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、こ

の場合において、福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）を算定している場合は、算定しない。 

（ア）生活支援員として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１０

０分の７５以上であること。 

（イ）生活支援員として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合
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が１００分の３０以上であること。 

 

４ 生活介護 

（１）基本報酬 

  ア 平均障害程度区分に基づく評価を見直し、利用者個人の障害程度区分に基づく評価とする。 

  イ 人員基準については、従前どおり平均障害程度区分に基づく配置を要する。【問７参照】 

  ウ 定員２０人以下の場合の単価を設ける。 

 

（２）人員配置体制加算 

  ア 人員配置体制加算（Ⅰ） 

（ア）利用定員が６０人以下 ２６５単位 

（イ）利用定員が６１人以上 ２４６単位 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定生

活介護等（指定障害者支援施設が行う生活介護に係る指定障害福祉サービス又はのぞみの園が

行う生活介護に限る。）の単位（指定生活介護等であって、その提供が同時に一又は複数の利

用者に対して一体的に行われるものをいう。）において、指定生活介護等の提供を行った場合

に、単位の利用定員に応じ、利用者（区分３（５０歳以上の者にあっては、区分２）以上に該

当するものに限る。）に対して、１日につき所定単位数（地方公共団体が設置する指定生活介

護事業所又は指定障害者支援施設の指定生活介護等の単位の場合にあっては、所定単位数の１

０００分の９６５に相当する単位数とする。）を加算する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準は以下のとおり。 

当該指定生活介護等の単位において、直接処遇職員を、常勤換算方法で前年度の利用者の

数の平均値を１．７で除して得た数以上配置していること。 

 

イ 人員配置体制加算（Ⅱ） 

（ア）利用定員が６０人以下 １８１単位 

（イ）利用定員が６１人以上 １６６単位 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定生

活介護等（指定障害者支援施設が行う生活介護に係る指定障害福祉サービス又はのぞみの園が

行う生活介護に限る。）の単位において、指定生活介護等の提供を行った場合に、単位の利用

定員に応じ、利用者に対して、１日につき所定単位数（地方公共団体が設置する指定生活介護

事業所又は指定障害者支援施設の指定生活介護等の単位の場合にあっては、所定単位数の１０

００分の９６５に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、この場合において、人員配

置体制加算（Ⅰ）を算定している場合は、算定しない。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準は以下のとおり。 

当該指定生活介護等の単位において、直接処遇職員を、常勤換算方法で前年度の利用者の

数の平均値を２で除して得た数以上配置していること。 

 

ウ 人員配置体制加算（Ⅲ） 

（ア）利用定員が６０人以下 ５１単位 

（イ）利用定員が６１人以上 ４４単位 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定生

活介護等（指定障害者支援施設が行う生活介護に係る指定障害福祉サービス又はのぞみの園が

行う生活介護に限る。）の単位において、指定生活介護等の提供を行った場合に、単位の利用

定員に応じ、利用者に対して、１日につき所定単位数（地方公共団体が設置する指定生活介護

事業所又は指定障害者支援施設の指定生活介護等の単位の場合にあっては、所定単位数の１０
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００分の９６５に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、この場合において、人員配

置体制加算（Ⅰ）又は人員配置体制加算（Ⅱ）を算定している場合は、算定しない。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準は以下のとおり。 

当該指定生活介護等の単位において、直接処遇職員を、常勤換算方法で前年度の利用者の

数の平均値を２．５で除して得た数以上配置していること。 

 

（３）福祉専門職員配置等加算【問１－２～問１－７参照】 

ア 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ） １０単位 

生活支援員として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健

福祉士である従業者の割合が１００分の２５以上であるものとして都道府県知事に届け出た指

定生活介護事業所又は指定障害者支援施設等（以下「指定生活介護事業所等」という。）におい

て、指定生活介護等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

イ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ） ６単位 

次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た指定生活介護

事業所等において、指定生活介護等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、

この場合において、福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）を算定している場合は、算定しない。 

（ア）生活支援員として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１０

０分の７５以上であること。 

（イ）生活支援員として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合

が１００分の３０以上であること。 

 

（４）欠席時対応加算 ９４単位【問６－３参照】 

   指定生活介護事業所等において利用者（指定障害者支援施設等に入所する者を除く。）が、予め

利用を予定していた日に、急病等によりその利用を中止した場合において、生活介護従業者が、利

用者又は家族等への連絡調整を行うとともに当該利用者の状況等を記録し、引き続き利用を促すな

どの相談援助等を行った場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数を算定する。 

 

（５）リハビリテーション加算 ２０単位【問６－２参照】 

   次のアからオまでのいずれにも適合するものとして都道府県知事に届け出た指定生活介護事業

所等について、リハビリテーション実施計画を作成されている利用者に対して、１日につき所定単

位数を加算する。 

ア 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が共同して、利用者ごとのリハ

ビリテーション実施計画を作成していること。 

イ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士が指定生活介護等を行っているとともに、利用者の状態を定期的に記録

していること。 

ウ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計

画を見直していること。 

エ 指定障害者支援施設等に入所する利用者については、リハビリテーションを行う医師、理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士が、看護師、生活支援員その他の職種の者に対し、リハビリテ

ーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること。 

オ エに掲げる利用者以外の利用者については、指定生活介護事業所等の従業者が、必要に応じ、

指定相談支援事業者を通じて、指定居宅介護サービスその他の指定障害福祉サービス事業に係る

従業者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝

達していること。 

 

５ 児童デイサービス 
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（１）基本報酬 

  ア 平均利用人員に応じた報酬区分から、利用定員に応じた報酬区分とする。なお、複数の単位（ク

ラス）を設置している場合は、各単位（クラス）の利用定員の合計数を利用定員とした場合の報

酬を算定する。【問８－３参照】 

  イ 児童デイサービス費（Ⅱ）について、その算定を引き続き可能とした上で、サービス管理責任

者の配置を基本報酬において評価する（配置を要する）。なお、サービス管理責任者の配置が平

成２１年４月までに間に合わなかった場合、配置が可能になるまでの間、人員欠如減算を行うこ

とになる。【問８－１参照】 

ウ 就学年齢の児童を中心とした児童デイサービスについて、指定基準を満たしていれば、新規指

定を行うことが可能である。【問８－２参照】 

 

（２）指導員加配加算 

   常時見守りが必要な障害児への支援や保護者に対する支援方法の指導を行う等支援強化を図る

ために児童デイサービス費の算定に必要とする従業者の員数に加え、指導員又は保育士を１以上配

置しているものとして都道府県知事に届け出た指定児童デイサービス事業所又は基準該当児童デ

イサービス事業所（以下「指定児童デイサービス事業所等」という。）において、指定児童デイサ

ービス等を行った場合に、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 

ア 児童デイサービス費（Ⅰ）を算定している場合 

（ア）利用定員が１０人以下の場合 １９３単位 

（イ）利用定員が１１人以上２０人以下の場合 １２９単位 

（ウ）利用定員が２１人以上の場合 ７７単位 

イ 児童デイサービス費（Ⅱ）を算定している場合 

（ア）利用定員が１０人以下の場合 １９３単位 

（イ）利用定員が１１人以上２０人以下の場合 １２９単位 

（ウ）利用定員が２１人以上の場合 ７７単位 

 

（３）福祉専門職員配置等加算【問１－２～問１－７及び問８－４参照】 

ア 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ） １０単位 

指導員として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士又は介護福祉士である従業者の

割合が１００分の２５以上であるものとして都道府県知事に届け出た指定児童デイサービス事

業所等において、指定児童デイサービス等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

イ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ） ６単位 

次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た指定児童デイ

サービス事業所等において、指定児童デイサービス等を行った場合に、１日につき所定単位数を

加算する。ただし、この場合において、福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）を算定している場合は、

算定しない。 

（ア）指導員又は保育士として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合

が１００分の７５以上であること。 

（イ）指導員又は保育士として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者

の割合が１００分の３０以上であること。 

 

（４）医療連携体制加算【問１－９及び問８－５参照】 

  ア 医療連携体制加算（Ⅰ） ５００単位 

医療機関等との連携により、看護職員を指定児童デイサービス事業所等に訪問させ、当該看護

職員が障害児に対して看護を行った場合に当該看護を受けた障害児に対し、１日につき所定単位

数を加算する。 

イ 医療連携体制加算（Ⅱ） ２５０単位 

医療機関等との連携により、看護職員を指定児童デイサービス事業所等に訪問させ、当該看護
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職員が２以上の障害児に対して看護を行った場合に、当該看護を受けた障害児に対し、１日につ

き所定単位数を加算する。ただし、１回の訪問につき、８名を限度として算定することとする。 

 

（５）欠席時対応加算 ９４単位【問６－３参照】 

   指定児童デイサービス事業所等において障害児が、予め利用を予定した日に、急病等によりその

利用を中止した場合において、児童デイサービス事業所従業者が、障害児又は家族等への連絡調整

を行うとともに当該障害児の状況等を記録し、引き続き利用を促すなどの相談援助等を行った場合

に、１月につき４回を限度として、所定単位数を算定する。 

 

６ 短期入所 

（１）基本報酬【問１４－１参照】 

  ア 福祉型短期入所サービス費 

（ア）福祉型短期入所サービス費（Ⅰ） 

区分１以上に該当する利用者（障害児を除く。）に対して、指定短期入所を行った場合に、

障害程度区分に応じ、１日につきそれぞれ所定単位数を算定する。 

（イ）福祉型短期入所サービス費（Ⅱ） 

区分１以上に該当する利用者（障害児を除く。）が、生活介護、自立訓練、就労移行支援、

就労継続支援若しくは通所による旧法施設支援を利用した日において、指定短期入所を行った

場合に、障害程度区分に応じ、１日につきそれぞれ所定単位数を算定する。 

（ウ）福祉型短期入所サービス費（Ⅲ） 

障害児に係る区分１（以下「障害児程度区分１」という。）以上に該当する障害児に対して、

指定短期入所を行った場合に、区分に応じ、１日につきそれぞれ所定単位数を算定する。 

（エ）福祉型短期入所サービス費（Ⅳ） 

障害児程度区分１以上に該当する障害児が、指定児童デイサービスを利用した日若しくは児

童福祉施設に通所した日において、指定短期入所を行った場合に、区分に応じ、１日につきそ

れぞれ所定単位数を算定する。 

 

イ 医療型短期入所サービス費 

（ア）医療型短期入所サービス費（Ⅰ） ２，６００単位 

区分６に該当し、気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている者若しくは区分５

以上に該当し、進行性筋萎縮症に罹患している者若しくは重度の知的障害及び重度の肢体不自

由が重複している者（以下「重症心身障害者」という。）又は重症心身障害児（重度の知的障

害及び重度の肢体不自由が重複している障害児をいう。）に対して、別に厚生労働大臣が定め

る施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所事業所において

指定短期入所を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。 

ａ 医療法第１条の５第１項に規定する病院であること。 

ｂ 当該病棟において、１日に看護を行う看護職員の数は、常時、入院患者の数が７又はそ

の端数を増すごとに１以上であること。ただし、１日に看護を行う看護職員の数が前段に

規定する数に相当する数以上である場合には、各病棟における夜勤を行う看護職員の数は、

前段の規定にかかわらず、２以上であること。 

ｃ 当該病棟において、看護職員の最小必要数の７割以上が看護師であること。 

 

（イ）医療型短期入所サービス費（Ⅱ） ２，４００単位 

区分６に該当し、気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている者若しくは区分５

以上に該当し、進行性筋萎縮症に罹患している者若しくは重症心身障害者又は重症心身障害児

に対して、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け



6 / 28 

出た指定短期入所事業所において指定短期入所を行った場合に、１日につき所定単位数を算定

する。 

（ウ）医療型短期入所サービス費（Ⅲ） １，４００単位 

区分１又は障害児程度区分１以上に該当し、かつ、遷延性意識障害者等若しくはこれに準ず

る利用者又は医師により筋萎縮性側索硬化症等の運動ニューロン疾患の分類に属する疾患を

有すると診断された障害者等に対して、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているも

のとして都道府県知事に届け出た指定短期入所事業所において指定短期入所を行った場合に、

１日につき所定単位数を算定する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。 

医療法第１条の５第１項に規定する病院若しくは第２項に規定する診療所であって１９

人以下の患者を入院させるための施設を有するもの又は介護保険法の規定による介護老人

保健施設であること。 

 

ウ 医療型特定短期入所サービス費 

（ア）医療型特定短期入所サービス費（Ⅰ） ２，４８０単位 

区分６に該当し、気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている者若しくは区分５

以上に該当し、進行性筋萎縮症に罹患している者若しくは重症心身障害者又は重症心身障害児

に対して、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け

出た指定短期入所事業所において、日中のみの指定短期入所を行った場合に、１日につき所定

単位数を算定する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。 

ａ 医療法第１条の５第１項に規定する病院であること。 

ｂ 当該病棟において、１日に看護を行う看護職員の数は、常時、入院患者の数が７又はそ

の端数を増すごとに１以上であること。ただし、１日に看護を行う看護職員の数が前段に

規定する数に相当する数以上である場合には、各病棟における夜勤を行う看護職員の数は、

前段の規定にかかわらず、２以上であること。 

ｃ 当該病棟において、看護職員の最小必要数の７割以上が看護師であること。 

 

（イ）医療型特定短期入所サービス費（Ⅱ） ２，２７０単位 

区分６に該当し、気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている者若しくは区分５

以上に該当し、進行性筋萎縮症に罹患している者若しくは重症心身障害者又は重症心身障害児

に対して、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け

出た指定短期入所事業所において、日中のみの指定短期入所を行った場合に、１日につき所定

単位数を算定する。 

（ウ）医療型特定短期入所サービス費（Ⅲ） １，３００単位 

区分１又は障害児程度区分１以上に該当し、かつ、遷延性意識障害者等若しくはこれに準ず

る利用者又は医師により筋萎縮性側索硬化症等の運動ニューロン疾患の分類に属する疾患を

有すると診断された障害者等に対して、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たすものとし

て都道府県知事に届け出た指定短期入所事業所において、日中のみの指定短期入所を行った場

合に、１日につき所定単位数を算定する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。 

医療法第１条の５第１項に規定する病院若しくは第２項に規定する診療所であって１９

人以下の患者を入院させるための施設を有するもの又は介護保険法の規定による介護老人

保健施設であること。 
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（２）短期利用加算 ３０単位【問１４－２及び問１４－３参照】 

指定短期入所を行った場合に、利用を開始した日から起算して３０日以内の期間について、１日

につき所定単位数を加算する。ただし、連続して３０日を超えて利用する場合においては、３０日

を超える日以降については、算定しない。 

 

（３）重度障害者支援加算 ５０単位【問１４－４～問１４－７参照】 

重度障害者等包括支援に規定する心身の状態に相当する者に対して指定短期入所を行った場合

に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、医療型短期入所サービス費又

は医療型特定短期入所サービス費を算定している場合は、算定しない。 

 

（４）単独型加算 １３０単位【問１４－１１参照】 

指定生活介護事業所、指定児童デイサービス事業所、指定共同生活介護事業所、指定自立訓練（機

能訓練）事業所、指定自立訓練（生活訓練）事業所、指定就労移行支援事業所、指定就労継続支援

Ａ型事業所又は指定就労継続支援Ｂ型事業所、指定共同生活援助事業所、特定旧法指定施設（通所

に限る）又は児童福祉施設（通所に限る）等において指定短期入所を行った場合に、１日につき所

定単位数を加算する。ただし、この場合において、医療型短期入所サービス費又は医療型特定短期

入所サービス費を算定している場合は、算定しない。（短期入所事業のみを実施している単独型事

業所についても単独型加算が算定可能である。） 

 

（５）医療連携体制加算【問１－９及び問１４－１０参照】 

ア 医療連携体制加算（Ⅰ） ５００単位 

    医療機関等との連携により、看護職員を指定短期入所事業所に訪問させ、当該看護職員が利用

者に対して看護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、診療報酬の算定方

法（平成２０年厚生労働省告示第５９号）別表第一医科診療報酬点数表の精神科訪問看護・指導

料（Ⅱ）又は訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法（平成２０年厚生労働省

告示第６７号）別表の訪問看護基本療養費（Ⅱ）（以下「精神科訪問看護・指導料等」という。）

の算定対象となる利用者については、算定しない。なお、この場合において、生活介護若しくは

自立訓練（機能訓練）を行う指定障害者支援施設等において指定短期入所を行う場合又は医療型

短期入所サービス費若しくは医療型特定短期入所サービス費を算定している場合は、算定しない。 

イ 医療連携体制加算（Ⅱ） ２５０単位 

医療機関等との連携により、看護職員を指定短期入所事業所に訪問させ、当該看護職員が２以

上の利用者に対して看護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１回の訪

問につき８名を限度として算定することとし、精神科訪問看護・指導料等の算定対象となる利用

者については、算定しない。なお、この場合において、生活介護若しくは自立訓練（機能訓練）

を行う入所施設にて指定短期入所を行う場合又は医療型短期入所サービス費若しくは医療型特

定短期入所サービス費を算定している場合は、算定しない。 

 

（６）栄養士配置加算【問１４－８及び問１４－９参照】 

ア 栄養士配置加算（Ⅰ） ２２単位 

    次の（ア）及び（イ）に掲げる基準のいずれにも適合するものとして都道府県知事に届け出た

指定短期入所事業所について、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、

医療型短期入所サービス費を算定している場合は、算定しない。 

（ア）常勤の管理栄養士又は栄養士を１名以上配置していること。 

（イ）利用者の日常生活状況、嗜好等を把握し、安全で衛生に留意し適切な食事管理を行っている

こと。 

イ 栄養士配置加算（Ⅱ） １２単位 

次の（ア）及び（イ）に掲げる基準のいずれにも適合するものとして都道府県知事に届け出た

指定短期入所事業所について、１日につき所定単位数を加算する。ただし、栄養士配置加算（Ⅰ）
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を算定している場合は、算定しない。なお、この場合において、医療型短期入所サービス費を算

定している場合は、算定しない。 

（ア）管理栄養士又は栄養士を１名以上配置していること。 

（イ）利用者の日常生活状況、嗜好等を把握し、安全で衛生に留意し適切な食事管理を行っている

こと。 

 

７ 重度障害者等包括支援 

（１）基本報酬【問５参照】 

  ア 対象者の要件について、「気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている者」を「人

工呼吸器による呼吸管理を行っている者」に変更する。 

 

（２）特別地域加算【問２－１２参照】 

居宅介護を参照 

 

８ 共同生活介護 

（１）基本報酬【問１５－１～問１５－８及び問１７－１０参照】 

  ア 世話人の配置に応じた評価とする。また、長期間の入所・入院から地域生活に移行する場合等

における短期間の体験利用時の単価を設ける。 

（ア）共同生活介護サービス費（Ⅰ） 

   世話人が、常勤換算方法で、利用者の数を４で除して得た数以上配置されているものとして

都道府県知事に届け出た指定共同生活介護事業所において、指定共同生活介護を行った場合に、

障害程度区分に応じ、１日につき所定単位数を算定する。 

（イ）共同生活介護サービス費（Ⅱ） 

   世話人が、常勤換算方法で、利用者の数を５で除して得た数以上配置されているものとして

都道府県知事に届け出た指定共同生活介護事業所において、指定共同生活介護を行った場合

（（ア）に定める場合を除く。）に、障害程度区分に応じ、１日につき所定単位数を算定する。 

（ウ）共同生活介護サービス費（Ⅲ） 

   （ア）、（イ）及び（オ）に定める以外の指定共同生活介護事業所において、指定共同生活介

護を行った場合に、障害程度区分に応じ、１日につき所定単位数を算定する。 

（エ）共同生活介護サービス費（Ⅳ） 

   一時的に体験的な指定共同生活介護の利用が必要と認められる者に対し、指定共同生活介護

を提供した場合（１回当たり連続３０日以内かつ年５０日以内に限る。）に、障害程度区分に

応じ、１日につき所定単位数を算定する。 

（オ）経過的居宅介護利用型共同生活介護サービス費 

 

（２）福祉専門職員配置等加算【問１－２～問１－７参照】 

ア 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ） ７単位 

世話人又は生活支援員（以下「世話人等」という。）として常勤で配置されている従業者のう

ち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業者の割合が１００分の２５以上であ

るものとして都道府県知事に届け出た指定共同生活介護事業所において、指定共同生活介護を行

った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

イ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ） ４単位 

次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た指定共同生活

介護事業所において、指定共同生活介護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。た

だし、この場合において、福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）を算定している場合は、算定しない。 

（ア）世話人等として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１００

分の７５以上であること。 

（イ）世話人等として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合が
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１００分の３０以上であること。 

 

（３）夜間支援体制加算 

利用者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じて必要な介護等の支援を提供できる体制（以下「夜

間支援体制」という。）を確保しているものとして都道府県知事が認めた指定共同生活介護事業所

（経過的居宅介護利用型指定共同生活介護事業所を除く。）において、指定共同生活介護を行った

場合に、夜間支援対象利用者の数及び障害程度区分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。 

  ア 夜間及び深夜の時間帯において、世話人、生活支援員等が支援を行う利用者（以下「夜間支援

対象利用者」という。）が４人以下の場合 

  イ 夜間支援対象利用者が５人の場合 

  ウ 夜間支援対象利用者が６人の場合 

  エ 夜間支援対象利用者が７人の場合 

  オ 夜間支援対象利用者が８人以上１０人以下の場合 

  カ 夜間支援対象利用者が１１人以上１３人以下の場合 

  キ 夜間支援対象利用者が１４人以上１６人以下の場合 

  ク 夜間支援対象利用者が１７人以上２０人以下の場合 

  ケ 夜間支援対象利用者が２１以上３０人以下の場合（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居

に入居している場合に限る。） 

 

（４）日中支援加算【問１５－１０～問１５－１３参照】 

指定共同生活介護事業所（経過的居宅介護利用型指定共同生活介護事業所を除く。）が、生活介

護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援若しくは通所による旧法施設支援に係る支給決定を受

けている利用者又は就労している利用者（指定障害福祉サービス基準附則第１８条の２第１項又は

第２項の規定の適用を受ける利用者を除く。）が心身の状況等により当該障害福祉サービス等を利

用することができないときに、昼間の時間帯における支援を行った場合であって、当該支援を行っ

た日が１月につき２日を超える場合に、当該２日を超える期間について、障害程度区分に応じ、１

日につき所定単位数を加算する。 

ア 区分４から区分６まで ５３９単位 

イ 区分２及び区分３ ２７０単位 

 

（５）地域生活移行個別支援特別加算 ６７０単位【問１５－１４～問１５－１６参照】 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定共

同生活介護事業者が、厚生労働大臣が定める者に対して、特別な支援に対応した共同生活介護計画

に基づき、地域で生活するために必要な相談援助や個別の支援等を行った場合に、３年以内の期間

（他の指定共同生活介護事業所、指定障害者支援施設、宿泊型自立訓練を実施する指定自立訓練（生

活訓練）事業所及び指定共同生活援助事業所において本加算を算定した期間を除く。）（ただし、心

神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（以下「医療観察法」

という。）に基づく通院期間の延長が行われた場合は、当該延長期間を限度とする。）において、１

日につき所定単位数を加算する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準は以下のとおり。 

ア ①社会福祉士、②精神保健福祉士のいずれかの資格を有する職員を、指定共同生活介護事業

所に置くべき世話人及び生活支援員に加え、１人以上配置していること。 

イ 事業所の従業者に対し、医療観察法に基づく通院中の者及び刑務所から出所した障害者等の

支援に関する研修を年１回以上行っていること。 

ウ 保護観察所、指定医療機関、精神保健福祉センター等の関係機関との協力体制が整っている

こと。 
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  ※ 厚生労働大臣が定める者は以下のとおり。 

医療観察法第４２条第１項第２号に基づく入院によらない医療を受けさせる旨の決定があっ

た日から起算して３年を経過していない者、刑務所からの出所に伴い障害者等の地域生活の定着

支援を目的とした機関からの受入依頼を受けた者であって３年を経過していない者又はこれに

準ずる者。 

 

（６）医療連携体制加算【問１－９参照】 

ア 医療連携体制加算（Ⅰ） ５００単位 

医療機関等との連携により、看護職員を指定共同生活介護事業所に訪問させ、当該看護職員が

利用者に対して看護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、精神科訪問看

護・指導料等の算定対象となる利用者については、算定しない。 

イ 医療連携体制加算（Ⅱ） ２５０単位 

医療機関等との連携により、看護職員を指定共同生活援助事業所に訪問させ、当該看護職員が

２以上の利用者に対して看護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１回

の訪問につき８名を限度として算定することとし、精神科訪問看護・指導料等の算定対象となる

利用者については、算定しない。 

 

（７）経過措置として設けてきた小規模事業加算及び小規模事業夜間支援体制加算を廃止する。 

 

９ 施設入所支援 

（１）基本報酬 

  ア 平均障害程度区分に基づく評価を見直し、利用者個人の障害程度区分に基づく評価とする。 

【問１３－２参照】 

  イ 特定旧法指定施設に入所した者（特定旧法受給者及び平成１８年１０月以降に新たに入所した

者）については、施設利用に係る報酬の算定期限を撤廃し、施設の新体系移行時及び平成２４年

４月以降も引き続き指定障害者支援施設への入所を可能とする。【問１３－１参照】 

 

（２）夜勤職員配置体制加算 

   別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定施設入

所支援等の単位において、指定施設入所支援等の提供を行った場合に、単位の利用定員に応じ、１

日につき所定単位数（地方公共団体が設置する指定障害者支援施設等の指定施設入所支援の単位の

場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数とする。）を加算する。 

ア 利用定員が２１人以上４０人以下 ３８単位 

イ 利用定員が４１人以上６０人以下 ３０単位 

ウ 利用定員が６１人以上 ２５単位 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準は以下のとおり。 

施設入所支援の単位における生活支援員の員数が次の（ア）から（ウ）までのいずれかに該当

すること。 

（ア）前年度の利用者の数の平均値が２１人以上４０人以下である場合にあっては、２以上 

（イ）前年度の利用者の数の平均値が４１人以上６０人以下である場合にあっては、３以上 

（ウ）前年度の利用者の数の平均値が６１人以上である場合にあっては、３に、当該前年度の利用

者の数の平均値が６０を超えて４０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

 

（３）重度障害者支援加算【問１３－３参照】 

   利用者個人の障害程度区分に基づく評価とする。 

  ア 重度障害者支援加算（Ⅰ） ２８単位 

    医師意見書により特別な医療が必要であるとされる者が利用者（指定生活介護等を受ける者に
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限る。）の数の合計数の１００分の２０以上であって、基準の人員配置に加え、常勤換算方法で、

看護職員又は生活支援員を１人以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定施設

入所支援等の単位において、指定施設入所支援等の提供を行った場合に、１日につき所定単位数

を加算する。 

    上記が算定されている指定障害者支援施設等において、区分６に該当し、かつ、気管切開を伴

う人工呼吸器による呼吸管理が必要な者又は重症心身障害者が２人以上利用しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定施設入所支援等の単位において、指定施設入所支援等の提供を行

った場合に、さらに１日につき所定単位数に２２単位を加算する。 

  イ 重度障害者支援加算（Ⅱ） 

  （ア）人員配置体制加算（Ⅰ）が算定されている場合 

     生活介護の人員配置体制加算（Ⅰ）が算定されている利用者（指定生活介護等を受ける者に

限る。）であって、重度障害者等包括支援の別に厚生労働大臣が定める基準を満たしている利

用者１人につき、基準の人員配置に加え、常勤換算方法で、生活支援員を０．５人以上配置し

ているものとして都道府県知事に届け出た指定施設入所支援等の単位において、指定施設入所

支援等の提供を行った場合に、障害程度区分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。 

  （イ）人員配置体制加算（Ⅱ）が算定されている場合 

     生活介護の人員配置体制加算（Ⅱ）が算定されている利用者であって、重度障害者等包括支

援の別に厚生労働大臣が定める基準を満たしている利用者１人につき、基準の人員配置に加え、

常勤換算方法で、生活支援員を０．５人以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た

指定施設入所支援等の単位において、指定施設入所支援等の提供を行った場合に、障害程度区

分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。 

（ウ）人員配置体制加算（Ⅲ）が算定されている場合 

   生活介護の人員配置体制加算（Ⅲ）が算定されている利用者であって、重度障害者等包括支

援の別に厚生労働大臣が定める基準を満たしている利用者１人につき、基準の人員配置に加え、

常勤換算方法で、生活支援員を０．５人以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た

指定施設入所支援等の単位において、指定施設入所支援等の提供を行った場合に、障害程度区

分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。 

（エ）人員配置体制加算が算定されていない場合 

     生活介護の人員配置体制加算が算定されていない利用者であって、重度障害者等包括支援の

別に厚生労働大臣が定める基準を満たしている利用者１人につき、基準の人員配置に加え、常

勤換算方法で、生活支援員を１人以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定施

設入所支援等の単位において、指定施設入所支援等の提供を行った場合に、障害程度区分に応

じ、１日につき所定単位数を加算する。 

（オ）（ア）から（エ）については、加算の算定を開始した日から起算して９０日以内の期間につ

いて、１日につき所定単位数に７００単位を加算する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準は以下のとおり。 

算出した行動関連項目が、１５点以上であること。 

 

（４）夜間看護体制加算 ６０単位【問１３－４参照】 

   夜勤職員配置体制加算が算定されている指定障害者支援施設等において、指定生活介護等を受け

る利用者に対して指定施設入所支援等を提供する時間をとおして、生活支援員に替えて看護職員

（重度障害者支援加算（Ⅰ）の算定対象となる看護職員を除く。）を１以上配置しているものとし

て都道府県知事へ届け出た施設入所支援等の単位において、指定施設入所支援等の提供を行った場

合に、１日につき所定単位数を加算する。 

 

（５）入所時特別支援加算 ３０単位 

新たに入所者を受け入れた場合、入所した日から起算して３０日以内の期間について、入所時特



12 / 28 

別支援加算として、指定施設入所支援等の提供を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

 

（６）土日等日中支援加算 ９０単位 

ア又はイのいずれかに該当する日において、当該指定障害者支援施設において昼間の時間帯にお

ける介護等の支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

ア 土曜日、日曜日等であって生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行

支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型（イにおいて「日中活動サービス」という。）に

係るサービス費が算定されない日 

イ 利用者が現に入所している指定障害者支援施設等以外において実施されている日中活動サー

ビスを利用している場合において、心身の状況等により当該指定障害者支援施設以外で実施する

日中活動サービスが利用できない日 

 

（７）地域生活移行個別支援特別加算【問１３－５参照】 

ア 地域生活移行個別支援特別加算（Ⅰ） １２単位 

  別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定

施設入所支援等の単位において、１日につき所定単位数を加算する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準は以下のとおり。 

（ア）①社会福祉士、②精神保健福祉士のいずれかの資格を有する職員を、指定障害者支援施設等

に置くべき生活支援員に加え、１人以上配置していること。 

（イ）精神科を担当する医師（嘱託でも可）による定期的な指導が一月に２回以上行われているこ

と。 

（ウ）医療観察法に基づく通院中の者及び刑務所から出所した障害者等の支援に関する研修を年１

回以上行っていること。 

（エ）保護観察所、指定医療機関、精神保健福祉センター等の関係機関との協力体制が整っている

こと。 

 

イ 地域生活移行個別支援特別加算（Ⅱ） ３０６単位 

    地域生活移行個別支援特別加算（Ⅰ）が算定されている指定障害者支援施設等であって、別に

厚生労働大臣に定める者に対して、指定施設入所支援等の提供を行った場合に、３年以内の期間

（ただし、医療観察法に基づく通院期間の延長が行われた場合は、当該延長期間を限度とする。）

において、１日につき所定単位数を加算する。 

 

  ※ 別に厚生労働大臣が定める者は以下のとおり。 

医療観察法第４２条第１項第２号に基づく入院によらない医療を受けさせる旨の決定があっ

た日から起算して３年を経過していない者、刑務所からの出所に伴い障害者等の地域生活の定着

支援を目的とした機関からの受入依頼を受けた者であって３年を経過していない者又はこれに

準ずる者。 

 

（８）栄養士配置加算 

  ア 栄養士配置加算（Ⅰ） 

    次の（ア）及び（イ）に掲げる基準のいずれにも適合するものとして都道府県知事に届け出た

指定障害者支援施設等について、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算する。 

（ア）常勤の管理栄養士又は栄養士を１名以上配置していること。 

（イ）利用者の日常生活状況、嗜好等を把握し、安全で衛生に留意し適切な食事管理を行っている

こと。 

  イ 栄養士配置加算（Ⅱ） 

    次の（ア）及び（イ）に掲げる基準のいずれにも適合するものとして都道府県知事に届け出た
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指定障害者支援施等について、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、こ

の場合において、栄養士配置加算（Ⅰ）を算定している場合は、算定しない。 

  （ア）管理栄養士又は栄養士を１名以上配置していること。 

  （イ）利用者の日常生活状況、嗜好等を把握し、安全で衛生に留意し適切な食事管理を行っている

こと。 

 

（９）栄養マネジメント加算 １０単位【問１３－６参照】 

   次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知事に届け出た指定障害者支援施設

等について、１日につき所定単位数を加算する。 

ア 常勤の管理栄養士（平成２４年３月３１日までの間に限り、栄養管理業務に関し５年以上の実

務経験を有する栄養士を含む。）を１名以上配置していること。 

イ 入所者の栄養状態を施設入所時に把握し、医師、管理栄養士、看護師その他の職種の者が共同

して、入所者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 

ウ 入所者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとともに、入所者の栄養状態を定期的

に記録していること。 

エ 入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直してい

ること。 

 

（１０）経口移行加算 ２８単位 

ア 指定障害者支援施設等において、医師の指示に基づき、医師、管理栄養士、看護師その他の職

種の者が共同して、現に経管により食事を摂取している入所者ごとに経口移行計画を作成してい

る場合であって、当該計画に従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、経口による食

事の摂取を進めるための栄養管理を行った場合には、当該計画が作成された日から起算して１８

０日以内の期間に限り、１日につき所定単位数を加算する。 

イ 管理栄養士又は栄養士が行う経口移行計画に基づく経口による食事の摂取を進めるための栄

養管理が、当該計画が作成された日から起算して１８０日を超えた期間に行われた場合であって

も、経口による食事の摂取が一部可能な者であって、医師の指示に基づき、継続して経口による

食事の摂取を進めるための栄養管理が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定で

きるものとする。 

 

（１１）経口維持加算 

ア 経口維持加算（Ⅰ） ２８単位 

経口により食事を摂取する者であって、著しい摂食機能障害を有し造影撮影又は内視鏡検査に

より誤嚥が認められるものを対象としていること。 

イ 経口維持加算（Ⅱ） ５単位 

経口により食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し誤嚥が認められるものを対象とし

ていること。 

 

（ア）指定障害者支援施設等において、医師の指示に基づき、医師、管理栄養士、看護師その他の

職種の者が共同して、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入所者ごとに入所者の摂食・嚥

下機能に配慮した経口維持計画を作成している場合であって、当該計画に従い、医師の指示を

受けた管理栄養士又は栄養士が、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別な管理を

行った場合には、次に掲げる区分に応じ、当該計画が作成された日から起算して１８０日以内

の期間に限り、１日につきそれぞれ所定単位数を加算する。ただし、この場合において、経口

移行加算を算定している場合は、算定しない。また、経口維持加算（Ⅰ）を算定している場合

は、経口維持加算（Ⅱ）は、算定しない。 

（イ）管理栄養士又は栄養士が行う経口維持計画に基づく経口による食事の摂取を進めるための特

別な管理が当該計画が作成された日から起算して１８０日を超えた期間に行われた場合であ
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っても、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入所者であって、医師の指示に基づき、継続

して誤嚥防止のための食事の摂取を進めるための特別な管理が必要とされるものに対しては、

引き続き当該加算を算定できるものとする。 

 

（１２）療養食加算 ２３単位 

栄養士配置加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）が算定されている指定障害者支援施設等において、別に厚生

労働大臣が定める療養食を提供したときは、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場

合において、経口移行加算又は経口維持加算を算定している場合は、算定しない。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める療養食は以下のとおり。 

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき提供された適切な栄養量及び

内容を有する糖尿病、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛

風食及び特別な場合の検査食 

 

１０ 自立訓練（機能訓練） 

（１）基本報酬 

  ア 定員２０人以下の場合の単価を設ける。 

機能訓練サービス費（Ⅰ） 

○ 利用定員が２０人以下 ７８５単位 

イ 視覚障害者の専門的訓練を行う場合の単価を設ける。【問９参照】 

機能訓練サービス費（Ⅱ） 

○ 視覚障害者に対する専門的訓練の場合 ７５０単位 

別に厚生労働大臣の定める従業者が視覚障害者である利用者の居宅を訪問する体制を整え

ているものとして都道府県知事に届け出た指定自立訓練（機能訓練）事業所において、当該従

業者が当該利用者の居宅を訪問して指定自立訓練（機能訓練）等を行った場合に、１日につき

所定単位数を算定する。 

 

※ 別に厚生労働大臣の定める従業者は以下のとおり。 

国立障害者リハビリテーションセンター学院の実施する視覚障害生活訓練専門職員養成課

程又はこれに準ずる視覚障害者に対する訓練を行う者を養成する研修を修了した者。 

（ア）国立障害者リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科 

（イ）盲人歩行訓練指導員研修 

（ウ）視覚障害者生活訓練指導員研修 

（エ）視覚障害生活訓練指導員研修 

（オ）（ア）～（エ）に準ずる研修 

 

（２）福祉専門職員配置等加算【問１－２～問１－７参照】 

ア 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ） １０単位 

    生活支援員として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士又は介護福祉士である従業

者の割合が１００分の２５以上であるものとして都道府県知事に届け出た指定自立訓練（機能訓

練）事業所等において、指定自立訓練（機能訓練）等を行った場合に、１日につき所定単位数を

加算する。 

イ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ） ６単位 

次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た指定自立訓練

（機能訓練）事業所等において、指定自立訓練（機能訓練）等を行った場合に、１日につき所定

単位数を加算する。ただし、この場合において、福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）を算定している

場合は、算定しない。 

（ア）生活支援員として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１０
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０分の７５以上であること。 

（イ）生活支援員として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合

が１００分の３０以上であること。 

 

（３）欠席時対応加算 ９４単位【問６－３参照】 

   指定自立訓練（機能訓練）事業所等において利用者（指定障害者支援施設等に入所する者を除く。）

が、予め利用を予定していた日に、急病等によりその利用を中止した場合において、自立訓練（機

能訓練）従業者が、利用者又は家族等への連絡調整を行うとともに当該利用者の状況等を記録し、

引き続き利用を促すなどの相談援助等を行った場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数

を算定する。 

 

（４）リハビリテーション加算 ２０単位【問６－２参照】 

   次のアからオまでのいずれにも適合するものとして都道府県知事に届け出た指定自立訓練（機能

訓練）事業所について、リハビリテーション実施計画を作成されている利用者に対して、１日につ

き所定単位数を加算する。 

ア 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が共同して、利用者ごとのリハ

ビリテーション実施計画を作成していること。 

イ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士が指定自立訓練（機能訓練）を行っているとともに、利用者の状態を定

期的に記録していること。 

ウ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計

画を見直していること。 

エ 指定障害者支援施設等に入所する利用者については、リハビリテーションを行う医師、理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士が、看護師、生活支援員その他の職種の者に対し、リハビリテ

ーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること。 

オ エに掲げる利用者以外の利用者については、指定自立訓練（機能訓練）事業所等の従業者が、

必要に応じ、指定相談支援事業者を通じて、指定居宅介護サービスその他の指定障害福祉サービ

ス事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫

等の情報を伝達していること。 

 

１１ 自立訓練（生活訓練） 

（１）基本報酬 

  ア 定員２０人以下の場合の単価を設ける。 

生活訓練サービス費（Ⅰ） 

○ 利用定員が２０人以下 ７４８単位 

 

（２）福祉専門職員配置等加算【問１－２～問１－７参照】 

  ア 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ） 

    生活支援員又は地域移行支援員（以下「生活支援員等」という。）として常勤で配置されてい

る従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業者の割合が１００分の

２５以上であるものとして都道府県知事に届け出た指定自立訓練（生活訓練）事業所等において、

指定自立訓練（生活訓練）等を行った場合に１日につき１０単位を、指定宿泊型自立訓練を行っ

た場合に１日につき７単位を加算する。 

イ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ） 

次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た指定自立訓練

（生活訓練）事業所等において、指定自立訓練（生活訓練）等を行った場合に１日につき６単位

を、指定宿泊型自立訓練を行った場合に１日につき４単位を加算する。ただし、この場合におい

て、福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）を算定している場合は、算定しない。 
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（ア）生活支援員等として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１

００分の７５以上であること。 

（イ）生活支援員等として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割

合が１００分の３０以上であること。 

 

（３）地域移行支援体制強化加算 ５５単位 

   地域移行支援員の配置について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして都道

府県知事に届け出た指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所について、所定単

位数を加算する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準は次のとおり。 

ア 地域移行支援員について、宿泊型自立訓練の利用者の数を１５で除して得た数以上配置して

いること。 

イ アの地域移行支援員のうち１人以上は常勤であること。 

 

（４）欠席時対応加算 ９４単位【問６－３参照】 

   指定自立訓練（生活訓練）事業所等において指定宿泊型自立訓練以外の指定自立訓練（生活訓練）

を利用する利用者（指定障害者支援施設等に入所する者を除く。）が、予め利用を予定していた日

に、急病等によりその利用を中止した場合において、自立訓練（生活訓練）従業者のうちいずれか

の職種の者が、利用者又は家族等への連絡調整を行うとともに当該利用者の状況等を記録し、引き

続き利用を促すなどの相談援助等を行った場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数を算

定する。 

 

（５）医療連携体制加算【問１－９参照】 

  ア 医療連携体制加算（Ⅰ） ５００単位 

    医療機関等との連携により、看護職員を指定自立訓練（生活訓練）事業所に訪問させ、当該看

護職員が利用者（生活訓練サービス費（Ⅰ）が算定されている利用者に限る。）に対して看護を

行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、精神科訪問看護・指導料等の算定対

象となる利用者については、算定しない。 

イ 医療連携体制加算（Ⅱ） ２５０単位 

医療機関等との連携により、看護職員を指定自立訓練（生活訓練）事業所に訪問させ、当該看

護職員が２以上の利用者（生活訓練サービス費（Ⅰ）が算定されている利用者に限る。）に対し

て看護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１回の訪問につき８名を限

度として算定することとし、精神科訪問看護・指導料等の算定対象となる利用者については、算

定しない。 

 

（６）日中支援加算 ２７０単位 

指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所が、生活介護、自立訓練、就労移行

支援、就労継続支援若しくは通所による旧法施設支援に係る支給決定を受けている利用者又は就労

している利用者が心身の状況等により当該障害福祉サービス等を利用することができないときに、

当該利用者に対して昼間の時間帯における支援を行った場合であって、当該支援を行った日が１月

につき２日を超える場合に、当該２日を超える期間について、１日につき所定単位数を加算する。 

 

（７）通勤者生活支援加算 １８単位 

指定宿泊型自立訓練の利用者のうち１００分の７０以上の者が通常の事業所に雇用されている

として都道府県知事に届け出た指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所におい

て、主として日中において、職場での対人関係の調整や相談・助言及び金銭管理についての指導等

就労を定着させるために必要な日常生活上の支援を行っている場合に、１日につき所定単位数を加
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算する。 

 

（８）地域生活移行個別支援特別加算 ６７０単位 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定宿

泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所が、厚生労働大臣が定める者に対して、特別

な支援に対応した自立訓練（生活訓練）計画に基づき、地域生活のための相談援助や個別の支援を

行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準は以下のとおり。 

ア ①社会福祉士、②精神保健福祉士のいずれかの資格を有する職員を、指定宿泊型自立訓練を

行う指定自立訓練（生活訓練）事業所に置くべき生活支援員に加え、１人以上配置しているこ

と。 

イ 医療観察法に基づく通院中の者及び刑務所から出所した障害者等の支援に関する研修を年

１回以上行っていること。 

ウ 保護観察所、指定医療機関、精神保健福祉センター等の関係機関との協力体制が整っている

こと。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める者は以下のとおり。 

医療観察法第４２条第１項第２号に基づく入院によらない医療を受けさせる旨の決定があっ

た日から起算して３年を経過していない者、刑務所からの出所に伴い障害者等の地域生活の定着

支援を目的とした機関からの受入依頼を受けた者であって３年を経過していない者又はこれに

準ずる者。 

 

※ 支給決定通知において、当該加算の対象者については、「長期間入院していたその他これに類

する事由のある障害者」として３年間の標準利用期間がある旨記載した上で、加算算定期間につ

いて、３年間（他の宿泊型自立訓練を実施する指定自立訓練（生活訓練）事業所、指定共同生活

介護事業所、指定障害者支援施設及び指定共同生活援助事業所において本加算を算定した期間を

除く。）を基本とすることを通知で記載。 

 

※ 当該加算が算定される場合については、特別な支援に対応した個別支援計画を作成するに当た

り、日中活動における支援も踏まえて作成するとともに、日中活動事業所からの要請により支援

に協力することとする。 

 

１２ 就労移行支援 

（１）基本報酬 

  ア 定員２０人以下の場合の単価を設ける。 

就労移行支援サービス費（Ⅰ） 

○ 利用定員が２０人以下 ８５０単位 

就労移行支援サービス費（Ⅱ） 

○ 利用定員が２０人以下 ５３３単位 

 

（２）就労移行支援体制加算【問１０－１参照】 

   指定就労移行支援等のあった日の属する年度の前年度及び前々年度において、指定就労移行支援

事業所等における指定就労移行支援等を受けた後就労し、６月を超える期間継続して就労している

者の数を利用定員で除した数に、前年度については１００分の８０を乗じた数と前々年度について

は１００分の２０を乗じた数を加えた数がアからオまでのいずれかに該当するものとして都道府

県知事に届け出た指定就労移行支援事業所等において、指定就労移行支援等を行った場合に、１日

につき所定単位数を加算する。 
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ア 就労定着者が利用定員の１００分の５以上１００分の１５未満の場合 ２１単位 

イ 就労定着者が利用定員の１００分の１５以上１００分の２５未満の場合 ４８単位 

ウ 就労定着者が利用定員の１００分の２５以上１００分の３５未満の場合 ８２単位 

エ 就労定着者が利用定員の１００分の３５以上１００分の４５未満の場合 １２６単位 

オ 就労定着者が利用定員の１００分の４５以上の場合 １８９単位 

 

（３）福祉専門職員配置等加算【問１－２～問１－７参照】 

  ア 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ） １０単位 

    職業指導員、生活支援員又は就労支援員（以下「職業指導員等」という。）として常勤で配置

されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業者の割合が１

００分の２５以上であるものとして都道府県知事に届け出た指定就労移行支援事業所等におい

て、指定就労移行支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

イ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ） ６単位 

次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た指定就労移行

支援事業所等において、指定就労移行支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

ただし、この場合において、福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）を算定している場合は、算定しない。 

（ア）職業指導員等として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１

００分の７５以上であること。 

（イ）職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割

合が１００分の３０以上であること。 

 

（４）欠席時対応加算 ９４単位【問６－３参照】 

   指定就労移行支援事業所等において利用者（指定障害者支援施設等に入所する者を除く。）が、

予め利用を予定していた日に、急病等によりその利用を中止した場合において、就労移行支援従業

者が、利用者又は家族等への連絡調整を行い、引き続き利用を促すなどの相談援助等を行った場合

に、１月につき４回を限度として、所定単位数を算定する。 

 

（５）医療連携体制加算【問１－９参照】 

ア 医療連携体制加算（Ⅰ） ５００単位 

    医療機関等との連携により、看護職員を指定就労移行支援事業所等に訪問させ、当該看護職員

が利用者に対して看護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、精神科訪問

看護・指導料等の算定対象となる利用者については、算定しない。 

イ 医療連携体制加算（Ⅱ） ２５０単位 

医療機関等との連携により、看護職員を指定就労移行支援事業所等に訪問させ、当該看護職員

が２以上の利用者に対して看護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１

回の訪問につき８名を限度として算定することとし、精神科訪問看護・指導料等の算定対象とな

る利用者については、算定しない。 

 

（６）就労支援関係研修修了加算 １１単位【問１０－２～問１０－４参照】 

就労支援に従事する者として１年以上の実務経験を有し、別に厚生労働大臣が定める研修を修了

した者を就労支援員として配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定就労移行支援事

業者等（就労移行支援体制加算の対象となる指定就労移行支援事業者等に限る。）において、指定

就労移行支援事業等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める研修 

地域障害者職業センターが実施する就労支援員向けの研修（平成２１年度から実施予定）及び

障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第２０条の２の３第２項に掲げる第１号職場適応

援助者の研修を対象とする。 
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（７）施設外就労加算 １００単位 

指定就労移行支援事業所等において、月の利用日数から事業所内における必要な支援等を行うた

めの２日を除く日数を限度とし、２０日を上限として、別に厚生労働大臣が定める基準を満たし、

企業内等で作業を行った場合に、施設外就労利用者の人数に応じ、１日につき所定単位数を加算す

る。（就労移行支援サービス費（Ⅱ）を除く。） 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準 

次に掲げる各号をすべて満たした場合に対象とする。 

ア ユニット単位で実施することとし、１ユニットは利用者３人以上とすること。 

イ 利用者の数の合計数は、利用定員の１００分の７０以下を限度とすること。 

ウ １ユニットごとに職員を配置することとし、その職員の数が、常勤換算で、１ユニットにお

ける施設外就労利用者の数を６で除して得た数以上であること。 

 

１３ 就労継続支援Ａ型 

（１）基本報酬 

  ア 定員２０人以下の場合の単価を設ける。 

（ア）就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅰ） 

○ 利用定員が２０人以下 ５９０単位 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定就

労継続支援Ａ型事業所又は指定障害者支援施設（以下「指定就労継続支援Ａ型事業所等」とい

う。）において、指定就労継続支援Ａ型等の提供を行った場合に、利用定員に応じ、１日につ

き所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する指定就労継続支援Ａ型事業所等の

場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。 

職業指導員及び生活支援員の総数が、常勤換算方法で、前年度の利用者の平均値を７．５

で除して得た数以上であること。 

 

（イ）就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅱ） 

○ 利用定員が２０人以下 ５３９単位 

（ア）以外の指定就労継続支援Ａ型事業所等において、指定就労継続支援Ａ型等を行った場

合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する

指定就労継続支援Ａ型事業所等の場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当す

る単位数を算定する。 

 

（２）福祉専門職員配置等加算【問１－２～問１－７参照】 

ア 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ） １０単位 

    職業指導員又は生活支援員（以下「職業指導員等」という。）として常勤で配置されている従

業者のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業者の割合が１００分の２５

以上であるものとして都道府県知事に届け出た指定就労継続支援Ａ型事業所等において、指定就

労継続支援Ａ型等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

イ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ） ６単位 

次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た指定就労継続

支援Ａ型事業所等において、指定就労継続支援Ａ型等を行った場合に、１日につき所定単位数を

加算する。ただし、この場合において、福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）を算定している場合は、

算定しない。 

（ア）職業指導員等として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１
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００分の７５以上であること。 

（イ）職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割

合が１００分の３０以上であること。 

 

（３）欠席時対応加算 ９４単位【問６－３参照】 

指定就労継続支援Ａ型事業所等において利用者（指定障害者支援施設等に入所する者を除く。）

が、予め利用を予定していた日に、急病等によりその利用を中止した場合において、就労継続支援

Ａ型従業者が、利用者又は家族等への連絡調整を行い、引き続き利用を促すなどの相談援助等を行

った場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数を算定する。 

 

（４）医療連携体制加算【問１－９参照】 

ア 医療連携体制加算（Ⅰ） ５００単位 

    医療機関等との連携により、看護職員を指定就労継続支援Ａ型事業所等に訪問させ、当該看護

職員が利用者に対して看護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、精神科

訪問看護・指導料等の算定対象となる利用者については、算定しない。 

イ 医療連携体制加算（Ⅱ） ２５０単位 

医療機関等との連携により、看護職員を指定就労継続支援Ａ型事業所等に訪問させ、当該看護

職員が２以上の利用者に対して看護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、

１回の訪問につき８名を限度として算定することとし、精神科訪問看護・指導料等の算定対象と

なる利用者については、算定しない。 

 

（５）施設外就労加算 １００単位 

指定就労継続支援Ａ型事業所等において、月の利用日数から事業所内における必要な支援等を行

うための２日を除く日数を限度とし、２０日を上限として、別に厚生労働大臣が定める基準を満た

し、企業内等で作業を行った場合に、施設外就労利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算

する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準とは次に掲げる各号をすべて満たした場合に対象とする。 

ア ユニット単位で実施することとし、１ユニットは利用者３人以上とすること。 

イ 利用者の数の合計数は、利用定員の１００分の７０以下を限度とすること。 

ウ １ユニットごとに職員を配置することとし、その職員の数が、常勤換算方法で、就労継続支

援Ａ型サービス費（Ⅰ）で算定する指定就労継続Ａ型事業所等においては、施設外就労利用者

の数を７．５で除して得た数以上、就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅱ）で算定する指定就労継

続支援Ａ型事業所等においては、１ユニットにおける施設外就労利用者の数を１０で除して得

た数以上であること。 

 

（６）重度者支援体制加算【問１１参照】 

   指定就労継続支援Ａ型等のあった日の属する年度の前年度において、障害基礎年金１級を受給す

る利用者の数が当該年度における利用者の数の１００分の５０（平成２４年３月３１日までの間、

特定旧法指定施設が行う指定就労継続支援Ａ型事業所等にあっては１００分の５）であるものとし

て都道府県知事に届け出た場合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算する。 

ア 利用定員が２０人以 ５６単位 

イ 利用定員が２１人以上４０人以下 ５０単位 

ウ 利用定員が４１人以上６０人以下 ４７単位 

エ 利用定員が６１人以上８０人以下 ４６単位 

オ 利用定員が８１人以上 ４５単位 

 

１４ 就労継続支援Ｂ型 
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（１）基本報酬 

  ア 定員２０人以下の場合の単価を設ける。 

（ア）就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ） 

○ 利用定員が２０人以下 ５９０単位 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定就

労継続支援Ｂ型事業所等又は指定障害者支援施設（以下「指定就労継続支援Ｂ型事業所等」と

いう。）において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所

定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する指定就労継続支援Ｂ型事業所等の場合

にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。 

職業指導員及び生活支援員の総数が、常勤換算方法で、前年度の利用者の数の平均値を７．

５で除して得た数以上であること。 

 

（イ）就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅱ） 

○ 利用定員が２０人以下５３９単位 

（ア）以外の指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場

合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する

指定就労継続支援Ｂ型事業所等の場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当す

る単位数を算定する。 

 

（２）目標工賃達成加算【問１２－１参照】 

   要件を緩和する。 

   「前年度の平均工賃が、前々年度の平均工賃を超えていること。」 

   → 当該要件を廃止する（工賃引き上げ計画に基づく取組等を要件とする。）。 

 

（３）福祉専門職員配置等加算【問１－２～問１－７参照】 

ア 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ） １０単位 

    職業指導員又は生活支援員（以下「職業指導員等」という。）として常勤で配置されている従

業者のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業者の割合が１００分の２５

以上であるものとして都道府県知事に届け出た指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、指定就

労継続支援Ｂ型等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

イ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ） ６単位 

次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た指定就労継続

支援Ｂ型事業所等において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、１日につき所定単位数を

加算する。ただし、この場合において、福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）を算定している場合は、

算定しない。 

（ア）職業指導員等として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１

００分の７５以上であること。 

（イ）職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割

合が１００分の３０以上であること。 

 

（４）欠席時対応加算 ９４単位【問６－３参照】 

指定就労継続支援Ｂ型事業所等において利用者（指定障害者支援施設等に入所する者を除く。）

が、予め利用を予定していた日に、急病等によりその利用を中止した場合において、就労継続支援

Ｂ型従業者又は基準該当就労継続支援Ｂ型従業者が、利用者又は家族等への連絡調整を行い、引き

続き利用を促すなどの相談援助等を行った場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数を算

定する。 
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（５）医療連携体制加算【問１－９参照】 

ア 医療連携体制加算（Ⅰ） ５００単位 

    医療機関等との連携により、看護職員を指定就労継続支援Ｂ型事業所等に訪問させ、当該看護

職員が利用者に対して看護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、精神科

訪問看護・指導料等の算定対象となる利用者については、算定しない。 

イ 医療連携体制加算（Ⅱ） ２５０単位 

医療機関等との連携により、看護職員を指定就労継続支援Ｂ型事業所等に訪問させ、当該看護

職員が２以上の利用者に対して看護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、

１回の訪問につき８名を限度として算定することとし、精神科訪問看護・指導料等の算定対象と

なる利用者については、算定しない。 

 

（６）施設外就労加算 １００単位【問１２－２参照】 

指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、月の利用日数から事業所内における必要な支援等を行

うための２日を除く日数を限度とし、２０日を上限として、別に厚生労働大臣が定める基準を満た

し、企業内等で作業を行った場合に、施設外就労利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算

する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。 

次に掲げる各号をすべて満たした場合に対象とする。 

ア ユニット単位で実施することとし、１ユニットは利用者３人以上とすること。 

イ 利用者の数の合計数は、利用定員の１００分の７０以下を限度とすること。 

ウ １ユニットごとに職員を配置することとし、その職員の数が、常勤換算方法で、就労継続支

援Ｂ型サービス費（Ⅰ）で算定する指定就労継続Ｂ型事業所等においては、施設外就労利用者

の数を７．５で除して得た数以上、就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅱ）で算定する指定就労継

続支援Ｂ型事業所等においては、１ユニットにおける施設外就労利用者の数を１０で除して得

た数以上であること。 

 

（７）重度者支援体制加算【問１１参照】 

   指定就労継続支援Ｂ型等のあった日の属する年度の前年度において、障害基礎年金１級を受給す

る利用者の数が当該年度における利用者の数の１００分の５０（平成２４年３月３１日までの間、

特定旧法指定施設が行う指定就労継続支援Ｂ型事業所等にあっては１００分の５）であるものとし

て都道府県知事に届け出た場合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算する。 

ア 利用定員が２０人以下 ５６単位 

イ 利用定員が２１人以上４０人以下 ５０単位 

ウ 利用定員が４１人以上６０人以下 ４７単位 

エ 利用定員が６１人以上８０人以下 ４６単位 

オ 利用定員が８１人以上 ４５単位 

 

（８）目標工賃達成指導員配置加算【問１２－３参照】 

   指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、「工賃倍増５か年計画」に基づく「工賃引き上げ計画」

を策定し、当該計画に掲げた工賃目標の達成に向けて積極的に取り組むために指導員を配置し、当

該配置した指導員及び職業指導員、生活支援員の総数が別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

して配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定就労継続支援Ｂ型事業者等において、指

定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

  ア 利用定員が２０人以下 ８１単位 

イ 利用定員が２１人以上４０人以下 ７２単位 

ウ 利用定員が４１人以上６０人以下 ６７単位 
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エ 利用定員が６１人以上８０人以下 ６６単位 

オ 利用定員が８１人以上 ６４単位 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準は以下のとおり。 

職業指導員及び生活支援員の総数が、常勤換算方法で、前年度の利用者の数の平均値を７．５

で除して得た数以上であることに加え、かつ目標工賃達成指導員を加えた総数が、常勤換算方法

で、利用者の数を６で除して得た数以上であること。 

 

１５ 共同生活援助 

（１）基本報酬【問１５－１～問１５－８及び問１７－１０参照】 

  ア 世話人の配置に応じた評価とする。また、長期間の入所・入院から地域生活に移行する場合等

における短期間の体験利用時の単価を設ける。 

（ア）共同生活援助サービス費（Ⅰ） ２５７単位 

   世話人が、常勤換算方法で、利用者の数を４で除して得た数以上配置されているものとして

都道府県知事に届け出た指定共同生活援助事業所において、指定共同生活援助を行った場合に、

１日につき所定単位数を算定する。 

（イ）共同生活援助サービス費（Ⅱ） ２１１単位 

世話人が、常勤換算方法で、利用者の数を５で除して得た数以上配置されているものとして

都道府県知事に届け出た指定共同生活援助事業所において、指定共同生活援助を行った場合

（（ア）に定める場合を除く。）に、１日につき所定単位数を算定する。 

（ウ）共同生活援助サービス費（Ⅲ） １８１単位 

世話人が、常勤換算方法で、利用者の数を６で除して得た数以上配置されているものとして

都道府県知事に届け出た指定共同生活援助事業所において、指定共同生活援助を行った場合

（（ア）及び（イ）に定める場合を除く。）に、１日につき所定単位数を算定する。 

（エ）共同生活援助サービス費（Ⅳ） １２０単位 

   （ア）から（ウ）まで、及び（カ）に定める以外の指定共同生活援助事業所において、指定

共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。 

（オ）共同生活援助サービス費（Ⅴ） ２８７単位 

   一時的に体験的な指定共同生活援助の利用が必要と認められる者に対し、指定共同生活援助

を提供した場合（１回当たり連続３０日以内かつ年５０日以内に限る。）に、１日につき所定

単位数を算定する。 

（カ）経過的居宅介護利用型共同生活援助サービス費 １４２単位 

     経過的居宅介護利用型一体型指定共同生活援助事業所において、指定共同生活援助を行った

場合に、平成２４年３月３１日までの間、１日につき所定単位数を算定する。 

 

（２）福祉専門職員配置等加算【問１－２～問１－７参照】 

ア 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ） ７単位 

    世話人として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉

士である従業者の割合が１００分の２５以上であるものとして都道府県知事に届け出た指定共

同生活援助事業所において、指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を加算す

る。 

イ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ） ４単位 

次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当するものとして都道府県知事に届け出た指定共同生活

援助事業所において、指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。た

だし、この場合において、福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）を算定している場合は、算定しない。 

（ア）世話人として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１００分

の７５以上であること。 

（イ）世話人として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合が１
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００分の３０以上であること。 

 

（３）夜間防災体制加算【問１５－６及び問１５－９参照】 

利用者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じて必要な防災体制（以下「夜間防災体制」という。）

を確保しているものとして都道府県知事が認めた指定共同生活援助事業所（経過的居宅介護利用型

一体型指定共同生活援助事業所を除く。）において、指定共同生活援助を行った場合に、利用者の

数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。 

ア 夜間及び深夜の時間帯において、共同生活住居の利用者が４人以下の場合 ２５単位 

イ 共同生活住居の利用者が５人の場合 ２０単位 

ウ 共同生活住居の利用者が６人の場合 １６単位 

エ 共同生活住居の利用者が７人の場合 １４単位 

オ 共同生活住居の利用者が８人以上３０人以下の場合 １２単位 

 

（４）日中支援加算 ２７０単位【問１５－１０～問１５－１３参照】 

指定共同生活援助事業所（経過的居宅介護利用型一体型指定共同生活援助事業所を除く。）が、

生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援若しくは通所による旧法施設支援に係る支給決

定を受けている利用者又は就労している利用者が心身の状況等により当該障害福祉サービス等を

利用することができないときに、当該利用者に対して昼間の時間帯における支援を行った場合であ

って、当該支援を行った日が１月につき２日を超える場合に、当該２日を超える期間について、１

日につき所定単位数を加算する。 

 

（５）地域生活移行個別支援特別加算 ６７０単位【問１５－１４～問１５－１６参照】 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定共

同生活援助事業者が、厚生労働大臣が定める者に対して、特別な支援に対応した共同生活援助計画

に基づき、地域で生活するために必要な相談援助や個別の支援等を行った場合に、３年以内の期間

（他の指定共同生活援助事業所、指定共同生活介護事業所、指定障害者支援施設及び宿泊型自立訓

練を実施する指定自立訓練（生活訓練）事業所において本加算を算定した期間を除く。）（ただし、

医療観察法に基づく通院期間の延長が行われた場合は、当該延長期間を限度とする。）において、

１日につき所定単位数を加算する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準は以下のとおり。 

ア ①社会福祉士、②精神保健福祉士のいずれかの資格を有する職員を、指定共同生活援助事業

所に置くべき世話人に加え、１人以上配置していること。 

イ 事業所の従業者に対し、医療観察法に基づく通院中の者及び刑務所から出所した障害者等の

支援に関する研修を年１回以上行っていること。 

ウ 保護観察所、指定医療機関又は精神保健福祉センター等の関係機関との協力体制が整ってい

ること。 

 

※ 厚生労働大臣が定める者は以下のとおり。 

医療観察法第４２条第１項第２号に基づく入院によらない医療を受けさせる旨の決定があっ

た日から起算して３年を経過していない者、刑務所からの出所に伴い障害者等の地域生活の定着

支援を目的とした機関からの受入依頼を受けた者であって３年を経過していない者又はこれに

準ずる者。 

 

（６）医療連携体制加算【問１－９参照】 

ア 医療連携体制加算（Ⅰ） ５００単位 

    医療機関等との連携により、看護職員を指定共同生活援助事業所に訪問させ、当該看護職員が

利用者に対して看護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、精神科訪問看
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護・指導料等の算定対象となる利用者については、算定しない。 

イ 医療連携体制加算（Ⅱ） ２５０単位 

医療機関等との連携により、看護職員を指定共同生活援助事業所に訪問させ、当該看護職員が

２以上の利用者に対して看護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１回

の訪問につき８名を限度として算定することとし、精神科訪問看護・指導料等の算定対象となる

利用者については、算定しない。 

 

（７）経過措置として設けてきた小規模事業加算を廃止する。 

 

１６ 指定相談支援 

（１）特定事業所加算 ４５０単位【問１６－１～問１６－３参照】 

次のアからオまでの要件を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定相談支援事業所にお

いて、指定相談支援を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。 

ア 相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門員を１名以上配置していること。 

イ 運営規程において、事業の主たる対象とする障害の種類を定めていないこと（定めている場合

であっても他の指定相談支援事業所と連携することにより、対象としていない障害の種類につい

ても対応可能な体制としていること。） 

ウ 自立支援協議会（地域における障害福祉に関する関係者による連携及び支援の体制に関する協

議を行うための会議をいう。）に定期的に参加する等、医療機関や行政との連携体制をとってい

ること。 

エ 当該事業所の相談支援専門員に対し、計画的な研修又は当該事業所における事例の検討等を行

う体制を整えていること。 

オ 障害者自立支援法第７７条第１項第１号の事業の全部又は一部について、市町村から委託を受

けていること。 

 

（２）特別地域加算 

居宅介護を参照 

 

１７ 旧身体障害者更生施設支援 

（１）欠席時対応加算 ９４単位【問６－３参照】 

旧指定身体障害者更生施設において通所を利用する入所者が、予め利用を予定していた当日に、

急病等によりその利用を中止した場合において、旧指定身体障害者更生施設従業者が、入所者又は

家族等への連絡調整を行うとともに当該入所者の状況等を記録し、引き続き利用を促すなどの相談

援助等を行った場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数を算定する。 

 

（２）リハビリテーション加算 ２０単位【問６－２参照】 

次のアからオまでのいずれにも適合するものとして都道府県知事に届け出た旧指定身体障害者

更生施設について、リハビリテーション実施計画を作成されている利用者に対して、１日につき所

定単位数を加算する。 

ア 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が共同して、利用者ごとのリハ

ビリテーション実施計画を作成していること。 

イ 入所者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士が指定旧法施設支援を行っているとともに、入所者の状態を定期的に記

録していること。 

ウ 入所者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計

画を見直していること。 

エ 入所による指定旧法施設支援を受けている入所者については、リハビリテーションを行う医師、

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、看護師、生活支援員その他の職種の者に対し、リハ
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ビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること。 

オ 通所による指定旧法施設支援を受けている入所者については、旧指定身体障害者更生施設の従

業者が、必要に応じ、指定相談支援事業者を通じて、指定居宅介護サービスその他の指定障害福

祉サービス事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介

護の工夫等の情報を伝達していること。 

 

（３）療養食加算 ２３単位 

管理栄養士又は栄養士が、入所による指定旧法施設支援を受けている者に対して、別に厚生労働

大臣が定める療養食を提供したときは、１日につき所定単位数を加算する。 

 

  ※ 別に厚生労働大臣が定める療養食は以下のとおり。 

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき提供された適切な栄養量及び内

容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風

食及び特別な場合の検査食 

 

（４）入所施設について栄養管理体制加算を廃止する。 

 

１８ 旧身体障害者療護施設支援 

（１）欠席時対応加算 ９４単位【問６－３参照】 

旧身体障害者更生施設支援を参照 

 

（２）リハビリテーション加算 ２０単位【問６－２参照】 

旧身体障害者更生施設支援を参照 

 

（３）経口移行加算 ２８単位 

ア 医師の指示に基づき、医師、管理栄養士、看護師その他の職種の者が共同して、現に経管によ

り食事を摂取している入所者（入所による指定旧法施設支援を受けている者に限る。）ごとに経

口移行計画を作成している場合であって、当該計画に従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は

栄養士が、経口による食事の摂取を進めるための栄養管理を行った場合には、当該計画が作成さ

れた日から起算して１８０日以内の期間に限り、１日につき所定単位数を加算する。 

イ 管理栄養士又は栄養士が行う経口移行計画に基づく経口による食事の摂取を進めるための栄

養管理が、当該計画が作成された日から起算して１８０日を超えた期間に行われた場合であって

も、経口による食事の摂取が一部可能な者であって、医師の指示に基づき、継続して経口による

食事の摂取を進めるための栄養管理が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定で

きるものとする。 

 

（４）経口維持加算 

ア 経口維持加算（Ⅰ） ２８単位 

  経口により食事を摂取する者であって、著しい摂食機能障害を有し造影撮影又は内視鏡検査に

より誤嚥が認められるものを対象としていること。 

イ 経口維持加算（Ⅱ） ５単位 

    経口により食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し誤嚥が認められるものを対象とし

ていること。 

 

（ア）医師の指示に基づき、医師、管理栄養士、看護師その他の職種の者が共同して、摂食機能障

害を有し、誤嚥が認められる入所者（入所による指定旧法施設支援を受けている者に限る。）

ごとに入所者の摂食・嚥下機能に配慮した経口維持計画を作成している場合であって、当該計

画に従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、継続して経口による食事の摂取を進
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めるための特別な管理を行った場合には、次に掲げる区分に応じ、当該計画が作成された日か

ら起算して１８０日以内の期間に限り、１日につきそれぞれ所定単位数を加算する。ただし、

この場合において、経口移行加算を算定している場合は、算定しない。また、経口維持加算（Ⅰ）

を算定している場合は、経口維持加算（Ⅱ）は、算定しない。 

 

（イ）管理栄養士又は栄養士が行う経口維持計画に基づく経口による食事の摂取を進めるための特

別な管理が当該計画が作成された日から起算して１８０日を超えた期間に行われた場合であ

っても、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入所者であって、医師の指示に基づき、継続

して誤嚥防止のための食事の摂取を進めるための特別な管理が必要とされるものに対しては、

引き続き当該加算を算定できるものとする。 

 

（５）療養食加算 ２３単位 

管理栄養士又は栄養士が、入所による指定旧法施設支援を受けている者に対して、別に厚生労働

大臣が定める療養食を提供したときは、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合にお

いて、経口移行加算又は経口維持加算を算定している場合は、算定しない。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める療養食は以下のとおり。 

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき提供された適切な栄養量及び内

容を有する糖尿病、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食

及び特別な場合の検査食 

 

（６）入所施設について栄養管理体制加算を廃止する。 

 

１９ 旧身体障害者授産施設支援 

（１）欠席時対応加算 ９４単位【問６－３参照】 

旧身体障害者更生施設支援を参照 

 

（２）療養食加算 ２３単位 

   旧身体障害者更生施設支援を参照 

 

（３）入所施設について栄養管理体制加算を廃止する。 

 

２０ 旧知的障害者更生施設支援 

（１）強度行動障害者の支援について、初期の段階における手厚い支援を評価する。 

強度行動障害者特別支援加算の算定を開始した日から起算して９０日以内の期間について、１日

につき所定単位数に７００単位を加算する。 

 

（２）欠席時対応加算 ９４単位【問６－３参照】 

旧身体障害者更生施設支援を参照 

 

（３）療養食加算 ２３単位 

   旧身体障害者更生施設支援を参照 

 

（４）入所施設について栄養管理体制加算を廃止する。 

 

２１ 旧知的障害者授産施設支援 

（１）欠席時対応加算 ９４単位【問６－３参照】 

旧身体障害者更生施設支援を参照 
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（２）療養食加算 ２３単位 

   旧身体障害者更生施設支援を参照 

 

（３）入所施設について栄養管理体制加算を廃止する。 

 


